
佐賀市上下水道局
経営戦略 【概要】
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（支出）（支出）（支出）（支出）

� 集中的集中的集中的集中的に整備した施設・設備等の老朽化に伴う更新投資の増大に整備した施設・設備等の老朽化に伴う更新投資の増大に整備した施設・設備等の老朽化に伴う更新投資の増大に整備した施設・設備等の老朽化に伴う更新投資の増大

� 大規模災害に備え、安全で強靭な上下大規模災害に備え、安全で強靭な上下大規模災害に備え、安全で強靭な上下大規模災害に備え、安全で強靭な上下水道施設の構築水道施設の構築水道施設の構築水道施設の構築

≪公営企業の経営原則≫

� 料金収入をもって経営を行う独立採算制

� 将来にわたり、社会資本の整備・住民サービスの提供等、公共の福祉を増進

していくことが求められている。

１ 公営企業を取り巻く状況

公営企業を取り巻く経営環境は厳しさを増している

経営的視点に立ったビジョン作りが求められる。
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佐賀市も

同様の状況

（収入）（収入）（収入）（収入）

� 人口人口人口人口減少に伴う料金収入の減少に伴う料金収入の減少に伴う料金収入の減少に伴う料金収入の減少減少減少減少



安 全 災 害 環 境
お客様

サービス
経 営

＜ 基本方針 ＞

将来にわたって安定的に事業を継続していくための
目指すべき姿と方向性を示す計画

佐賀市上下水道局「経営戦略」の策定
3333

≪佐賀市上下水道ビジョン≫（平成27年3月策定済）

ビジョンを実行するための

よりよりよりより具体的・実践的具体的・実践的具体的・実践的具体的・実践的な経営手段な経営手段な経営手段な経営手段の策定が必要

※ 以下「ビジョン」と記載

平成32年度までに
経営戦略の策定を
要請
（平成28年1月26日

付け総務省通知）

※平成29年度から
地方交付税措置の
要件



料金、企業債及び繰入金等

財源の適切な配分による
持続可能な収入計画の策定

ストックマネジメントの導

入等による更新需要を踏ま
えた適切な支出計画の策定

２ 経営戦略とは
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投資試算投資試算投資試算投資試算

【支出面】

財源試算財源試算財源試算財源試算

【収入面】
ギャップが生じた場合

には均衡を図る。

経営健全化・効率化の取組

投資投資投資投資計画計画計画計画 財政財政財政財政計画計画計画計画
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≪佐賀市上下水道局「経営戦略」の基本的な考え方≫

� 計画期間：８年（平成29年度～平成36年度）

� 議会・市民に対して公表する。

� 適切な事後検証・見直し

� ビジョン（ビジョン（ビジョン（ビジョン（平成平成平成平成27272727年度年度年度年度～平成～平成～平成～平成36363636年度年度年度年度））））

に合わせた計画期間に合わせた計画期間に合わせた計画期間に合わせた計画期間

� 投資試算は投資試算は投資試算は投資試算は100100100100年年年年・・・・財源試算は財源試算は財源試算は財源試算は50505050年年年年でででで

見込見込見込見込んでいんでいんでいんでいるるるる。。。。

50～100年先を見据えた上での計画期間（8年）



３ 水道事業経営戦略
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（１）水道事業概況
三瀬地区

富士地区

大和地区

佐賀地区

諸富地区

川副地区

東与賀地区

久保田地区

＜佐賀市管内図＞

＜平成27年度決算値＞

① 普及状況

行政区 域内 人口 234,621人

給水区 域内 人口 196,316人

給 水 人 口 189,688人

普 及 率 96.6％

給 水 戸 数 90,783戸

② 施設

水 源 表流水・ダム・地下水・受水

浄 水 場 設 置 数 9か所

配 水 池 設 置 数 16か所

管 路 延 長 1,010.8km

配 水 能 力 133,711㎥/日

施 設 利 用 率 45.9%

西佐賀水道企業団

佐賀東部

水道企業団
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（２）水道事業における現状と課題

（千㎥） （人）

� 給水人口・使用水量ともに減少給水人口・使用水量ともに減少給水人口・使用水量ともに減少給水人口・使用水量ともに減少

① 給水人口・使用水量の見込み（～76年度までの50年間）

※ 給水人口は、国立社会保障・人口問題研究所の将来推計人口を参考に見込んでいる。

27年度 36年度（10年後） 46年度（20年後） 76年度（50年後）

給水人口 189,688人 183,179人 169,803人 118,825人

27年度比 － △3.4% △10.5% △37.4%

使用水量 19,746千㎥ 18,437千㎥ 16,561千㎥ 12,619千㎥

27年度比 － △6.6% △16.1% △36.1%
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② 水道料金収入の見込み（～76年度までの50年間）

（億円）

� 水道料金水道料金水道料金水道料金収入収入収入収入も使用水量と同様に減少も使用水量と同様に減少も使用水量と同様に減少も使用水量と同様に減少

27年度 36年度（10年後） 46年度（20年後） 76年度（50年後）

水道料金収入 36.48億円 34.46億円 30.98億円 23.60億円

27年度比 － △5.5% △15.1% △35.3%



� 早急早急早急早急な重要管路のな重要管路のな重要管路のな重要管路の耐震化耐震化耐震化耐震化

� 着実着実着実着実な老朽管な老朽管な老朽管な老朽管の更新の更新の更新の更新

③ 水道施設（管路）
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� 重要管重要管重要管重要管路路路路のうちのうちのうちのうち ＬＬＬＬ2222耐震適合率（耐震適合率（耐震適合率（耐震適合率（16.016.016.016.0％）％）％）％）
（基幹管路の耐震適合率：51.2％）

� 老朽化が進む管路老朽化が進む管路老朽化が進む管路老朽化が進む管路

� 耐震適合率：耐震管に加え、耐震管以外でも管路が布設された地盤の性状を勘案すれば耐震性がある
と評価できる管（耐震適合管）の割合（Ｌ2：震度7程度、Ｌ1：震度5強程度）

� 重要管路：基幹管路（導水管・送水管・配水本管）、防災拠点・避難所及び拠点病院等に繋がる管路

現
状

課
題

（平成27年度決算値）

発生日 最大震度 地震規模 断水戸数 最大断水日数

H28.4.14 7 M6.5

H28.4.16 7（本震） M7.3
445,857戸

約3.5か月

（4/14～7/28）

熊本地震

の発生
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＜管路（φ75mm以上）の耐震化状況＞

L2耐震適合管 17km

L1耐震適合管 86km

非耐震管 3km

L2耐震適合管 73km

L1耐震適合管 526km

非耐震管 171km

重要管路

106km

その他

770km

※ φ50mm以下の配水補助管76km及び諸富地区の59km（佐賀東部水道企業団の更新計画で対応）を除く。

＜管路の老朽化・更新状況＞

12.75 12.73 13.12 13.26 13.83
15.13

1.62 1.19 1.28 0.82 0.79 1.00

0.00

4.00

8.00

12.00

16.00

20.00

22年度 23年度 24年度 25年度 26年度 27年度

管路経年化率 管路更新率（％） ＜管路経年化率＞
（27年度決算値）
� 全国平均 ：13.18％
� 類似団体平均：14.27％
� 佐賀市 ：15.13％

＜管路更新率＞
（27年度決算値）
� 全国平均 ：0.85％
� 類似団体平均：0.67％
� 佐賀市 ：1.00％

（佐賀市）

優先的に耐震化

※ 経年管：法定耐用年数40年を超えた管路



� 迫る基幹浄水場（神野浄水場）の更新時期迫る基幹浄水場（神野浄水場）の更新時期迫る基幹浄水場（神野浄水場）の更新時期迫る基幹浄水場（神野浄水場）の更新時期

� 適切適切適切適切な規模な規模な規模な規模での更新（ダウンサイジング）での更新（ダウンサイジング）での更新（ダウンサイジング）での更新（ダウンサイジング）

� 点在する浄水施設の統廃合点在する浄水施設の統廃合点在する浄水施設の統廃合点在する浄水施設の統廃合

④ 水道施設（浄水施設）
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� 老朽化が進む老朽化が進む老朽化が進む老朽化が進む浄水浄水浄水浄水施設施設施設施設

� 低い施設利用率低い施設利用率低い施設利用率低い施設利用率

� 点在点在点在点在する浄水する浄水する浄水する浄水施設施設施設施設

� 井戸水源の能力低下井戸水源の能力低下井戸水源の能力低下井戸水源の能力低下

現
状

課
題



浄水施設名称 水源 施設能力 井戸水源能力 取得年度 経過年数

神 野 浄 水 場 多 布 施川 50,000㎥/日 － 昭和43年度 48

神 野 第 ２ 浄 水場 多 布 施川 35,000㎥/日 － 昭和54年度 37

春 日 第 １ 浄 水場 井 戸 2,920㎥/日 1,720㎥/日 昭和34年度 57

春 日 第 ２ 浄 水場 井 戸 2,380㎥/日 780㎥/日 平成3年度 25

川 上 浄 水 場 井 戸 2,310㎥/日 2,310㎥/日 平成11年度 17

計 － 92,610㎥/日 － － －

12121212

＜主な浄水施設の状況（平成27年度末現在）＞

井戸水源の能力低下

＜当初能力＞

7,610㎥/日

＜参考＞ 過去の平均値

� 井戸水源地区の１日平均配水量：3,998㎥/日
� 井戸水源地区の１日最大配水量：4,857㎥/日

＜現在能力＞

4,8104,8104,8104,810㎥㎥㎥㎥////日日日日（（（（△△△△37373737％％％％））））

迫る浄水場の更新時期

※ 浄水場の法定耐用年数：60年

あとあとあとあと10101010年程度で年程度で年程度で年程度で

法定耐用年数を迎える！法定耐用年数を迎える！法定耐用年数を迎える！法定耐用年数を迎える！
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＜浄水施設の利用状況＞
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22年度 23年度 24年度 25年度 26年度 27年度

施設利用率の推移（％） （佐賀市）
＜施設利用率＞

（27年度決算値）

� 全国平均 ：59.8％

� 類似団体平均：62.3％

� 佐賀市 ：45.9％

� 現状の施設規模のままでの更新では現状の施設規模のままでの更新では現状の施設規模のままでの更新では現状の施設規模のままでの更新では ⇒⇒⇒⇒「過大・非効率」「過大・非効率」「過大・非効率」「過大・非効率」

※ 施設利用率（1日平均給水量／施設能力×100）は、受水量も含んで算出した本市水道事業の指標値である。

1日平均給水量 27年度 36年度（10年後） 46年度（20年後） 76年度（50年後）

自己水源 34,100㎥ 30,512㎥ 25,372㎥ 14,573㎥

受水 20,000㎥ 20,000㎥ 20,000㎥ 20,000㎥

計 54,100㎥ 50,512㎥ 45,372㎥ 34,573㎥

＜神野浄水場水系の1日平均給水量見込み＞



14141414

� 管管管管路・浄水施設路・浄水施設路・浄水施設路・浄水施設等等等等のののの更新基準の設定更新基準の設定更新基準の設定更新基準の設定

⇒ 実耐用年数へ見直す実耐用年数へ見直す実耐用年数へ見直す実耐用年数へ見直す

＜管路＞
・法定耐用年数40年に対し、
⇒ 管種（ビニル管、鋳鉄管など）に応じて「管種（ビニル管、鋳鉄管など）に応じて「管種（ビニル管、鋳鉄管など）に応じて「管種（ビニル管、鋳鉄管など）に応じて「60606060年・年・年・年・80808080年」年」年」年」

＜浄水場（神野浄水場）＞
・法定耐用年数60年に対し、
⇒ 標準の大規模改修不要予定期間である「標準の大規模改修不要予定期間である「標準の大規模改修不要予定期間である「標準の大規模改修不要予定期間である「65656565年」年」年」年」

＜機器・設備 ほか＞
・法定耐用年数法定耐用年数法定耐用年数法定耐用年数××××1.51.51.51.5

（３）投資試算の基本的な考え方

� 投資額の算定方法
・固定資産取得価額
・水道事業の再構築に関する施設更新費用算定の手引き（厚生労働省）

⇒ 建設工事費デフレータにより現在価値化して算出

① 耐用年数の見直し



� 重要重要重要重要管路管路管路管路

⇒ 基幹管路に加え、防災拠点・避難所及び拠点防災拠点・避難所及び拠点防災拠点・避難所及び拠点防災拠点・避難所及び拠点病院等の病院等の病院等の病院等の

重要給水施設に重要給水施設に重要給水施設に重要給水施設に繋がる管繋がる管繋がる管繋がる管路路路路

＜要因＞
� 厚生労働省「水道の耐震化計画等策定

指針」の策定（平成27年6月）
� 東日本大震災、熊本地震等の発生
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② 管路耐震化の考え方
（L2地震動への適合）

これまでの耐震化の優先度

これからの耐震化の優先度

� 基幹管路（Ｌ2耐震適合率：51.2％）

⇒ 導水管・送水管・配水本管

加えて

優先度評価を高めた管路耐震化の実施
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� 優先度１：Ｌ2地震動に対応していない重要管路
� 優先度２：その他の非耐震管

� 優先度の高い重要管路は10年以内に前倒して実施
� 30年以内に耐震化完了
� 低コスト耐震管の採用

L2耐震適合管 17km

L1耐震適合管 86km

非耐震管 3km

L2耐震適合管 73km

L1耐震適合管 526km

非耐震管 171km

重要管路

106km

その他

770km

30年以内に耐震化

� 重要管路：79km

（※10kmは浄水場更新時に対応）

� その他：171km

管路耐震化30年プラン戦略１

（４）経営戦略プラン
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� 対象：Ｌ1地震動に対応した その他の管路

� 外面防蝕対策したダクタイル鋳鉄管の実耐用年数を
60年⇒70年へ設定

� 耐用年数に応じ 70年で全ての管路を更新完了

� 更新工事の平準化

� 低コスト耐震管の採用

L2耐震適合管 17km

L1耐震適合管 86km

非耐震管 3km

L2耐震適合管 73km

L1耐震適合管 526km

非耐震管 171km

重要管路

106km

その他

770km

70年以内に更新

� 対象管路：526km

老朽管70年プラン戦略２
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＜問題点＞
� 耐震化の遅れ
� 更新需要のバラつき

（億円）

＜戦略１・２実施前前前前の管路更新状況＞

更新コストの縮減

更新需要のバラつきを解消

（平準化）

耐震化の

遅れを解消

� 実耐用年数（60年・80年）による場合の管路更新状況
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■ 重要管路（L1適合・非耐震管）

■ その他（非耐震管）

⇒ 30年内で前倒して耐震化
※ 特にH27年度からの10年間は重点的に予算配分

（億円）

＜戦略１・２実施後後後後による効果＞
� 耐震化の前倒し

� 更新工事の平準化
� 更新コストの縮減

■ その他（L1適合）は
70年で更新（平準化）

管路耐震化30年プラン

老朽管70年プラン

10年前倒し
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� 基幹浄水場（神野浄水場・神野第２浄水場）の更新

� 施設能力：85,000 ㎥／日 ⇒ 50,00050,00050,00050,000㎥㎥㎥㎥／／／／日日日日

(日最大)

� 点在する浄水場・能力低下の水源地を統廃合

浄水施設のダウンサイジング

浄水施設の統廃合戦略４

戦略３

平成43年度（稼動予定）

の水量見込みから算出
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� 投資額の縮減投資額の縮減投資額の縮減投資額の縮減
・△ 710億円

� 耐震化の進捗耐震化の進捗耐震化の進捗耐震化の進捗
・耐震適合率の向上

� 管路更新率の向上管路更新率の向上管路更新率の向上管路更新率の向上
・管路更新率：1.29％（78年ペース）

※戦略１・２（70年間）実施時における平均更新率

� 施設の効率化施設の効率化施設の効率化施設の効率化
・浄水施設再構築 ⇒ 施設利用率の向上

浄水施設の統廃合

＜戦略１～４の実施による効果＞

� 基幹管路：

� 重要管路：

� 老朽管 ：

10年

30年

70年
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≪今後100年の投資試算（建設改良見込み）比較≫

�投資額：2,032億円
・管 路：1,483億円

・浄水施設： 356億円

・そ の 他 ： 193億円
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H29. H34. H39. H44. H49. H54. H59. H64. H69. H74. H79. H84. H89. H94. H99. H104.H109.H114.H119.H124.

経営戦略を反映させた場合の投資試算 管路 浄水施設 その他
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�投資総額：1,322億円
・管 路：833億円（△650億円）

・浄水施設：368億円（＋ 12億円）

・そ の 他 ：121億円（△ 72億円）

（億円）

投資総額投資総額投資総額投資総額

△△△△710710710710億円の縮減億円の縮減億円の縮減億円の縮減

戦略１～４の実施

耐震化の前倒し

浄水施設再構築
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借入額 償還額 企業債残高

（５）経営戦略における企業債の見込み（～76年度までの50年間）

（億円）

�水道施設の再構築時代に対応した財政運営
・自己財源の活用

・企業債残高の増嵩や将来の元利償還額等に注意しつつ、世代間の負担の

公平性の観点から企業債を適切に活用

企業債残高

（億円）

24242424

浄水施設再構築
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（６）経営戦略における財政状況の見込み（～76年度までの50年間）

△ 250

△ 200

△ 150

△ 100

△ 50

0

50

100

△ 25
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△ 10

△ 5

0

5

10

H27. H30. H33. H36. H39. H42. H45. H48. H51. H54. H57. H60. H63. H66. H69. H72. H75.

純損益及び資金残高の推移 資金残高 純損益
純損益

（億円）

資金残高

（億円）

累積資金の枯渇累積資金の枯渇累積資金の枯渇累積資金の枯渇

（（（（H47H47H47H47年度）年度）年度）年度）

単年度収支赤字単年度収支赤字単年度収支赤字単年度収支赤字

（（（（H40H40H40H40年度）年度）年度）年度）

計画期間

� 計画期間内は収支均衡計画期間内は収支均衡計画期間内は収支均衡計画期間内は収支均衡

� 将来的将来的将来的将来的にににには、は、は、は、単単単単年度収支赤字・累積資金の枯渇が見込まれる。年度収支赤字・累積資金の枯渇が見込まれる。年度収支赤字・累積資金の枯渇が見込まれる。年度収支赤字・累積資金の枯渇が見込まれる。

料金改定の料金改定の料金改定の料金改定の

検討が必要検討が必要検討が必要検討が必要



（７）経営健全化に向けた更なる取組

ア）更新ア）更新ア）更新ア）更新コストのコストのコストのコストの縮減縮減縮減縮減

ウウウウ））））官民官民官民官民連携連携連携連携

イイイイ）広域連携）広域連携）広域連携）広域連携

� 人口減少社会に対応するため、管路のダウンサイジングやコストを意識した適
正な管種の選定など、更新コストを縮減

� 効果的な外部委託の活用を検討

� 基幹浄水場の更新について、近隣の水道事業体と共有・共同管理化を図ること
を検討

26262626

エ）エ）エ）エ）組織体制・人員配置組織体制・人員配置組織体制・人員配置組織体制・人員配置のののの適正化適正化適正化適正化

� 効率的な組織体制・定員の適正化

オ）オ）オ）オ）料金制度の最適化料金制度の最適化料金制度の最適化料金制度の最適化

� 人口減少社会に対応した料金体系への見直し

⇒ 基本料金で固定費を回収できうる料金体系

※ 実質的に料金値上げとなる改定は「平成4年度」以来実施していない。
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（１）下水道事業概況
＜平成27年度決算値＞

28282828

①普及状況

事業名 公共下水道
特定環境保全

公共下水道
農業集落排水 市営浄化槽 計

普 及 世 帯 数 68,308戸 5,142戸 2,646戸 2,580戸 78,676戸

水洗化世帯数 60,868戸 4,094戸 1,981戸 2,580戸 69,523戸

水 洗 化 率 89.1% 79.6% 74.9% 100.0% 88.4%

水 洗 化 戸 数 66,472戸 4,235戸 2,179戸 2,695戸 75,581戸

事業名 公共下水道
特定環境保全

公共下水道
農業集落排水 市営浄化槽 計

処 理 施 設 1か所 3か所 15か所 - 19か所

ポ ン プ 場 7か所 1か所 - - 8か所

②施設

＜佐賀市下水道等
エリアマップ＞

公共下水道

特定環境保全公共下水道

農業集落排水

市営浄化槽

T

P

T

T T

TT

T

T

T
T

T

TT

T

T
T

T

T

T

P

P

P

P

P

P

P

三瀬村

富士町

大和町

佐賀市

久保田町

東与賀町

川副町

諸富町

処理施設T

ポンプ場P

４ 下水道事業経営戦略



① 汚水処理人口・使用水量の見込み（～76年度までの50年間）

29292929

（２）下水道事業における現状と課題

※ 汚水処理人口は、国立社会保障・人口問題研究所の将来推計人口を参考に見込んでいる。
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200,000
汚水処理人口・使用水量の見込み

使用水量 汚水処理人口

（千㎥） （人）

�面整備終了後の使用水量は、水道と同様、減少面整備終了後の使用水量は、水道と同様、減少面整備終了後の使用水量は、水道と同様、減少面整備終了後の使用水量は、水道と同様、減少

27年度 36年度（10年後） 46年度（20年後） 76年度（50年後）

汚水処理人口 175,893人 173,512人 161,511人 113,039人

27年度比 － △1.4% △8.2% △35.7%

使用水量 17,596千㎥ 17,067千㎥ 15,762千㎥ 11,039千㎥

27年度比 － △3.0% △10.4% △37.3%
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�平成平成平成平成28282828年度をピークに以降は右肩下がり年度をピークに以降は右肩下がり年度をピークに以降は右肩下がり年度をピークに以降は右肩下がり

② 下水道使用料収入の見込み（～76年度までの50年間）

27年度 36年度（10年後） 46年度（20年後） 76年度（50年後）

下水道使用料収入 31.41億円 30.44億円 27.99億円 19.60億円

27年度比 － △3.1% △10.9% △37.6%

H27. H30. H33. H36. H39. H42. H45. H48. H51. H54. H57. H60. H63. H66. H69. H72. H75.
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下水道使用料収入の見込み（億円）



� 耐震診断の実施による耐震化計画の策定耐震診断の実施による耐震化計画の策定耐震診断の実施による耐震化計画の策定耐震診断の実施による耐震化計画の策定

� 効率的な維持管理・改築更新に向けた計画の策定効率的な維持管理・改築更新に向けた計画の策定効率的な維持管理・改築更新に向けた計画の策定効率的な維持管理・改築更新に向けた計画の策定

③下水道施設（管路）

31313131

� 管路の耐震化率管路の耐震化率管路の耐震化率管路の耐震化率※1※1※1※1はははは72.372.372.372.3％％％％

� 標準耐用年数標準耐用年数標準耐用年数標準耐用年数※2※2※2※250505050年を経過した管路はない年を経過した管路はない年を経過した管路はない年を経過した管路はない

現
状

課
題

（平成27年度決算値）

※2 標準耐用年数：「下水道施設の改築について」（平成28年4月1日国土交
通省下水道事業課長通知）で定められた耐用年数

※1 耐震化率：耐震基準に適合する管路の割合
なお、次の地震動に耐える構造等となっていることが耐震基準適合の条件

・おおよそ震度階級7相当： Ｌ2耐震適合（重要汚水管路）
・おおよそ震度階級5弱以上：Ｌ1耐震適合（その他の管路）

� 重要汚水管路：処理場等に直結する幹線管路、緊急輸送路等に埋設されてい
る管路、防災拠点・避難所等に繋がる管路など
（日本下水道協会・下水道施設の耐震対策指針と解説 -2014版- より）

熊本地震
の発生

維持管理時代へ突入維持管理時代へ突入維持管理時代へ突入維持管理時代へ突入
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＜管路の耐震化状況＞
※平成27年度末時点の公共下水道事業及び特定環境保全公共下水道事業の全路線

＜管路の整備状況＞

� 昭和53年度 供用開始 最も古い管路で
38年経過

※※※※標準耐用年数「標準耐用年数「標準耐用年数「標準耐用年数「50505050年」年」年」年」

耐震化率

72.3％

全管路

1,033km

重要汚水管路
301km

平成10年度以降布設
耐震適合管路

206km

平成9年度以前布設
95km

耐震診断実施済
14km

耐震適合管路
9.5km

耐震工事中
4.5km

耐震診断未実施
81km

その他の管路

732km
平成9年度以前布設

201km

耐震診断未実施

201km

平成10年度以降布設
耐震適合管路

531km

� 平成30年度 面整備完了

【【【【建設から維持管理の時代へ建設から維持管理の時代へ建設から維持管理の時代へ建設から維持管理の時代へ】】】】【【【【建設から維持管理の時代へ建設から維持管理の時代へ建設から維持管理の時代へ建設から維持管理の時代へ】】】】



� 佐賀市下水佐賀市下水佐賀市下水佐賀市下水浄化浄化浄化浄化センター・八田ポンプ場のセンター・八田ポンプ場のセンター・八田ポンプ場のセンター・八田ポンプ場の改築改築改築改築更新更新更新更新
の検討の検討の検討の検討

� 点在する処理施設の統廃合点在する処理施設の統廃合点在する処理施設の統廃合点在する処理施設の統廃合

④ 下水道施設（施設）

33333333

� 八田ポンプ場は平成八田ポンプ場は平成八田ポンプ場は平成八田ポンプ場は平成28282828年度に耐震診断実施中年度に耐震診断実施中年度に耐震診断実施中年度に耐震診断実施中
（その他の施設は、順次、診断及び補強工事を実施）（その他の施設は、順次、診断及び補強工事を実施）（その他の施設は、順次、診断及び補強工事を実施）（その他の施設は、順次、診断及び補強工事を実施）

� 佐賀市下水佐賀市下水佐賀市下水佐賀市下水浄化浄化浄化浄化センター・八田ポンプ場は運転開始センター・八田ポンプ場は運転開始センター・八田ポンプ場は運転開始センター・八田ポンプ場は運転開始
後後後後38383838年が経過（平成年が経過（平成年が経過（平成年が経過（平成27272727年度末時点）年度末時点）年度末時点）年度末時点）

� 点在する処理施設点在する処理施設点在する処理施設点在する処理施設

現
状

課
題
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＜施設の状況（平成27年度末現在）＞

処理施設

ポンプ場
ほか15施設

（耐震性能有）

施設名称 処理能力 取得年度 経過年数 耐震化状況

佐賀市下水浄化センター 81,500㎥/日 昭和53年度 38 ※1

東与賀浄化センター 1,800㎥/日 平成12年度 16 L2耐震適合

久保田浄化センター 2,200㎥/日 平成13年度 15 L2耐震適合

富士南部環境センター 1,900㎥/日 平成14年度 14 L2耐震適合

※1 管理棟・自家発
電施設等は耐震補強工
事完了。その他の施設
は耐震診断を順次実施

施設名称 取得年度 経過年数 耐震化状況

八 田 ポ ン プ 場 昭和53年度 38 耐震診断中

鍋 島 汚 水 ポ ン プ場 昭和59年度 32 ※2

八 戸 ポ ン プ 場 平成元年度 27 ※2

久 保 泉 ポ ン プ 場 平成8年度 20 ※2

下 高 木 ポ ン プ 場 平成15年度 13 L2耐震適合

今 町 ポ ン プ 場 平成15年度 13 L2耐震適合

諸富汚水中継ポンプ場 平成16年度 12 L2耐震適合

川副第1中継ポンプ場 平成21年度 7 L2耐震適合

※2 新耐震設計法適用（昭和56年）
以降の施設であり、一定の耐震能力は
確保されているが、平成26年改定の
「下水道施設の耐震対策指針と解説」
に準じて、耐震診断を順次実施
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� 管路・施設の更新基準の設定管路・施設の更新基準の設定管路・施設の更新基準の設定管路・施設の更新基準の設定
⇒ 実耐用年数へ見直す実耐用年数へ見直す実耐用年数へ見直す実耐用年数へ見直す

＜管路＞

・標準耐用年数※150年に対し、
⇒ 管管管管路カメラ路カメラ路カメラ路カメラ調査の調査の調査の調査の結果等を基結果等を基結果等を基結果等を基に「に「に「に「75757575年」年」年」年」

＜施設＞
・標準耐用年数※1に対し、

⇒ 「佐賀市公共下水道長寿命化実施計画」における目標耐用年数「佐賀市公共下水道長寿命化実施計画」における目標耐用年数「佐賀市公共下水道長寿命化実施計画」における目標耐用年数「佐賀市公共下水道長寿命化実施計画」における目標耐用年数

※※※※標準標準標準標準耐用耐用耐用耐用年数に対して「年数に対して「年数に対して「年数に対して「1.51.51.51.5～～～～2222倍」倍」倍」倍」

（３）投資試算の基本的な考え方

� 投資額の算定方法
・固定資産取得価額を建設工事費デフレータにより現在価値化して算出

※1 標準耐用年数
「下水道施設の改築について」（平成28年4月1日国土交通省下水道事業課長通知）で
定められた耐用年数で、処理場等を含む管理棟の躯体や管渠は50年、機械・電気設備
は10年～20年とされている。

≪耐用年数の見直し≫
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耐震対策

＜管路＞

＜施設＞

耐震診断未実施の全管路(282km※1)を前倒して実施

耐震化計画の耐震化計画の耐震化計画の耐震化計画の策定策定策定策定

耐震診断未実施の施設※2を順次実施

改築更新計画改築更新計画改築更新計画改築更新計画のののの策定策定策定策定

※2 佐賀市下水浄化センター（管理棟・自
家発電施設等以外の施設）・八田ポンプ場・
鍋島汚水ポンプ場・八戸ポンプ場・久保泉ポ
ンプ場

戦略１

（参考）
平成27年度に実施した
耐震診断管路 14km

平成29年度までに
全ての管路が完了

※1 重要汚水管路 81km
その他の管路 201km

（４）経営戦略プラン



過去5年平均

27km/年

H29～H32

100km/年

37373737

� カメラ調査を前倒して実施

長寿命化対策戦略２

＜管路＞

� 事後保全から予防保全への転換による計画

的な改築更新
＜施設＞

� 下水道施設全体を一体的に捉えた総合的な計画

ストックマネジメント計画のストックマネジメント計画のストックマネジメント計画のストックマネジメント計画の策定策定策定策定
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施設統廃合計画の検討戦略３

＜施設＞ 事業の枠にとらわれない施設の統廃合の検討

農業集落排水Ａ地区 農業集落排水Ｂ地区

公共下水道Ｃ地区

A処理場 B処理場

C処理場

（例）Ａ・Ｂ地区の統廃合やＡ・Ｂ・Ｃ地区の統廃合 など

農業集落排水Ａ地区 農業集落排水Ｂ地区

公共下水道Ｃ地区
C処理場
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� 雨水事業雨水事業雨水事業雨水事業

� 「佐賀市排水対策基本計画」に基づく整備であり、全額公費負担
のため、本計画には含めていない。

� バイオマス事業バイオマス事業バイオマス事業バイオマス事業

� 事業計画が明らかになった時点で経営戦略に反映する。

� ストックマネジメントストックマネジメントストックマネジメントストックマネジメント計画等計画等計画等計画等

� ストックマネジメント計画や耐震対策等は、策定後、経営戦略に

随時反映する。

＜その他建設改良に係る事項＞
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≪今後100年の投資試算（建設改良見込み）比較≫

� 投資額：5,183億円（管路：3,326億円、施設： 1,774億円、その他：83億円）

0
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100

120

140

現有施設を標準耐用年数で更新した場合の投資試算

管路 施設 その他（単位：億円）

実耐用年数
へ見直し

実耐用年数
へ見直し
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� 投資額：2,833億円（管路：1,782億円、施設：1,006億円、その他：45億円）

バイオマスの事業計画・ストックマネジメント計画の策定にバイオマスの事業計画・ストックマネジメント計画の策定にバイオマスの事業計画・ストックマネジメント計画の策定にバイオマスの事業計画・ストックマネジメント計画の策定によりよりよりより変動変動変動変動

0

20

40

60

80

100

120

140

経営戦略を反映させた場合の投資試算
管路 施設 その他

（単位：億円）



（５）経営戦略における企業債の見込み（～76年度までの50年間）

�面整備のピーク期に借入れた面整備のピーク期に借入れた面整備のピーク期に借入れた面整備のピーク期に借入れた企業債は、平成企業債は、平成企業債は、平成企業債は、平成40404040年代後半年代後半年代後半年代後半にににに

償還終了償還終了償還終了償還終了

42424242
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H27. H30. H33. H36. H39. H42. H45. H48. H51. H54. H57. H60. H63. H66. H69. H72. H75.

企業債の状況

借入額 償還額 企業債残高

（億円）
企業債残高

（億円）
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（６）経営戦略における財政状況の見込み（～76年度までの50年間）

� 平成平成平成平成31313131年度から単年度収支赤字年度から単年度収支赤字年度から単年度収支赤字年度から単年度収支赤字

� 平成平成平成平成33333333年度には累積資金の枯渇年度には累積資金の枯渇年度には累積資金の枯渇年度には累積資金の枯渇

△ 100

△ 50

0

50

100

150

△ 4

△ 2

0

2

4

6

純損益及び資金残高の推移

資金残高 純損益

純損益

（億円）

累積資金の枯渇累積資金の枯渇累積資金の枯渇累積資金の枯渇

（（（（H33H33H33H33年度）年度）年度）年度）

単年度収支赤字単年度収支赤字単年度収支赤字単年度収支赤字

（Ｈ（Ｈ（Ｈ（Ｈ31313131年度）年度）年度）年度）

計画期間

資金残高

（億円）

使用料の改定時期使用料の改定時期使用料の改定時期使用料の改定時期

が迫っているが迫っているが迫っているが迫っている



（７）経営健全化に向けた更なる取組

イ）省エネ・創エネの取組イ）省エネ・創エネの取組イ）省エネ・創エネの取組イ）省エネ・創エネの取組

ア）ア）ア）ア）下水道施設の効率的な改築下水道施設の効率的な改築下水道施設の効率的な改築下水道施設の効率的な改築

ウ）組織体制・人員配置ウ）組織体制・人員配置ウ）組織体制・人員配置ウ）組織体制・人員配置の適正化の適正化の適正化の適正化

オ）オ）オ）オ）下水道下水道下水道下水道使用料見直しの検討使用料見直しの検討使用料見直しの検討使用料見直しの検討

� 電力使用量の削減等環境負荷の低減

� ストックマネジメント計画の実施
� ダウンサイジング等による更新コストの縮減

� 効率的な組織体制・定員の適正化

� ストックマネジメント計画等を策定後、適正な使用料水準と実施時期の

検討
※過去3回の改定年月：平成11年12月・平成16年4月・平成22年7月

44444444

エエエエ）水洗化率の向上）水洗化率の向上）水洗化率の向上）水洗化率の向上
� 効果的な接続指導による水洗化率の向上（継続事項）



５ 工業用水道事業経営戦略
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（１）工業用水道事業概況
＜平成27年度決算値＞

① 給水

給 水 先 事 業 所 数 3社

契 約 水 量 320.8㎥/日

一 日 平 均 給 水 量 113.8㎥/日

② 施設

水 源 地下水

浄 水 場 設 置 数 1か所

配 水 池 設 置 数 1か所

給 水 能 力 1,000㎥/日
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5,000

H27. H30. H33. H36. H39. H42. H45. H48. H51. H54. H57. H60. H63. H66. H69. H72. H75.

使用水量 水道料金収入 （千㎥）（千円）

�水道料金収入は水道料金収入は水道料金収入は水道料金収入は、、、、人口減少の影響を受けず安定人口減少の影響を受けず安定人口減少の影響を受けず安定人口減少の影響を受けず安定

※ 平成27年度は、事務移管に伴い検針サイクルを変更 平成27年度：351日

（２）工業用水道事業の今後の状況

①水道料金収入等の見込み（～76年度までの50年間）
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H29. H34. H39. H44. H49. H54. H59. H64. H69. H74. H79. H84. H89. H94. H99. H104.H109.H114.H119.H124.

現有施設を法定耐用年数で更新した場合の投資試算 管路 浄水施設

②今後100年の投資試算（建設改良見込み）比較

（千円）
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� 投資額：758百万円（管路：68百万円、浄水施設： 690百万円）
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経営戦略を反映させた場合の投資試算 管路 浄水施設
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� 更新更新更新更新施設の施設の施設の施設の見直し見直し見直し見直し

� 実実実実耐用年数の設定（法定耐用年数の設定（法定耐用年数の設定（法定耐用年数の設定（法定耐用年数耐用年数耐用年数耐用年数××××1.51.51.51.5））））

� 固定資産取得価額を建設固定資産取得価額を建設固定資産取得価額を建設固定資産取得価額を建設工事費デフレータにより現在価値化して工事費デフレータにより現在価値化して工事費デフレータにより現在価値化して工事費デフレータにより現在価値化して算出算出算出算出

（千円）

� 投資額：304百万円（管路：48百万円、浄水施設： 256百万円）
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③経営戦略における財政状況の見込み（～76年度までの50年間）

資金残高

（千円）

純損益

（千円）

� 安定した水道料金収入・投資の合理化により財政状況は良好安定した水道料金収入・投資の合理化により財政状況は良好安定した水道料金収入・投資の合理化により財政状況は良好安定した水道料金収入・投資の合理化により財政状況は良好

計画期間


